
【厚生労働省】

規制見直し基準ＷＧ：各省ヒアリング調査票

１．通知・通達等の名称
健康保険法第76条第3項の認可基準等について
平成15年5月20日保発第0520001号

２．所管府省 厚生労働省（保険局長）

３．形式及び宛先 健康保険組合理事長宛て通知

４．通知・通達等の性格 通知

５．根拠法令 健康保険法第76条第3項

６．通知・通達等の目的
　　及び概要

（目的）
・規制改革推進3カ年計画（改定）（平成14年3月29日閣議決定）を踏ま
え、健康保険組合が健康保険法第76条第3項に基づき保険医療機関と
療養の給付に要する費用の額に関して、厚生労働大臣が定める算定額
の範囲内において、別段の定めをする場合に必要な厚生労働大臣の認
可の基準を定めるもの。
（概要）
１ 健保組合と対象医療機関の合意があること
２ 健保組合における適正な手続き（規約変更、組合会の議決）を経てい
ること
３ 契約内容
① 加入者のフリーアクセスを害するおそれがないこと
② 診療報酬の点数表の範囲内であること
③ 被保険者間の平等を害するものでないこと
④ 療養担当規則に反するものではないこと
４ 対象医療機関の収支状況等から見て、直接契約により、適切な医療
の提供が困難となるおそれが認められないこと
５ 対象医療機関が、患者に対して十分な情報を開示していると認められ
ること
６ １から５を満たしている場合に、契約認可が健保組合加入者や地域住
民のフリーアクセスを阻害するおそれがないかどうか、三者構成の委員
会（各都道府県の地方社会保険医療協議会メンバーで構成）の意見を
聴く。委員会において、地域の医療機関からも意見聴取
７ なお、認可後に、患者のフリーアクセスを阻害する行為が認められれ
ば、認可取消し

７．通知・通達等の内容
　　を法令の形式で制
　　定していない理由

・本通知は、健康保険組合理事長宛て発出するものであり、特定の者に
対し特定の事項を知らしめる性格のものである。また、認可基準を定め
るものであり、認可等の審査基準については行政手続法（平成5年法律
第88号）第5条第2項において「行政庁は、審査基準を定めるに当たって
は、当該許認可等の性質に照らしてできる限り具体的なものとしなけれ
ばならない」とされ、内容をできる限り具体的に定めるため、法令よりも
通知の形式が望ましいため。



８．通知・通達等の法的
　　効果（強制力の有無
　　など）

・保険者と保険医療機関が直接契約を締結する際の認可基準を定めた
ものであるため、本通知に示した基準を満たさない場合には、認可を行
わないこととなる。
・なお、本通知は、健康保険組合理事長宛て発出するものであり、特定
の者に対し特定の事項を知らしめる性格のものであるため、通知自体に
強制力はない。

９．通知・通達等に
　　従わなかったことに
　　よって被る不利益が
　　あれば、その内容、
　　法的根拠

・本通知は健康保険法第76条第3項の認可を受けるに当たっての認可
基準を定めるものであり、当該認可と関係のない健保組合について不利
益を生じさせるものではない。
・認可を受けた健保組合について、認可後に加入者のフリーアクセスを
害するような事態が生じた場合等認可基準に照らして不適当な事例が
あれば、健康保険法第27条、第29条等に基づき、必要に応じて報告徴
収、改善命令等必要な措置を講ずる。



【厚生労働省】

規制見直し基準ＷＧ：各省ヒアリング調査票

１．通知・通達等の名称
健康保険組合における診療報酬の審査及び支払いに関する事務の取
扱いについて
平成14年12月25日保発第1225001号

２．所管府省 厚生労働省（保険局長）

３．形式及び宛先 健康保険組合理事長宛て通知

４．通知・通達等の性格 通知

５．根拠・関連法令 健康保険法第76条第4項

６．通知・通達等の目的
　　及び概要

（目的）
・健康保険組合における診療報酬の審査及び支払に関する事務につい
ては、従来、社会保険診療報酬支払基金に委託するよう指導してきた
が、規制改革推進3カ年計画（改定）（平成14年3月29日閣議決定）を踏
まえ、健保組合自らが審査及び支払を行う場合の取扱いを示したもの。
（概要）
・健康保険組合自らがレセプトの審査及び支払を行う際には以下のよう
な取扱いとする。
１ 健保組合と対象医療機関の合意があること
２ 健保組合における適正な手続き（規約変更、組合会の議決）を経てい
ること
３ 十分な知識と能力を有する医師等による公正な審査体制を確保する
こと
４ 個人情報の保護に万全を期すること
５ 紛争が生じた場合の処理ルールについて当事者間で明確にしておくこ
と

７．通知・通達等の内容
　　を法令の形式で制
　　定していない理由

・本通知は、健康保険組合理事長宛て発出するものであり、特定の者に
対し特定の事項を知らしめる性格のものである。また、診療報酬の審査
及び支払に関する事務が適正に行われるようその取扱いについて定め
たものであるが、適正性の確保のため、本通知の内容を満たしていない
場合、自ら審査及び支払を行う際に必要な規約変更の認可ができないこ
とから、認可基準の機能を果たしているものであり、認可等の審査基準
については行政手続法（平成5年法律第88号）第5条第2項において「行
政庁は、審査基準を定めるに当たっては、当該許認可等の性質に照らし
てできる限り具体的なものとしなければならない」とされ、内容をできる限
り具体的に定めるため、法令よりも通知の形式が望ましいため。

８．通知・通達等の法的
　　効果（強制力の有無
　　など）

・健康保険組合が自ら審査及び支払を行う際の認可基準の機能を果た
しているものであるため、本通知の内容を満たしていない場合には、自ら
審査及び支払を行う際に必要な規約改正の認可を行わないこととなる。
・なお、本通知は、健康保険組合理事長宛て発出するものであり、特定
の者に対し特定の事項を知らしめる性格のものであるため、通知自体に
強制力はない。



９．通知・通達等に
　　従わなかったことに
　　よって被る不利益が
　　あれば、その内容、
　　法的根拠

・本通知は健保組合自ら審査及び支払を行うに当たっての規約変更に
係る認可基準を定めるものであり、当該認可と関係のない健保組合につ
いて不利益を生じさせるものではない。
・認可を受けた健保組合について、認可後に公正な審査体制がとられて
いない場合等本通知に反する不適当な事例があれば、健康保険法第27
条、第29条等に基づき、報告徴収、第29条に基づき、必要に応じて改善
命令等必要な措置を講ずる。



【厚生労働省】

規制見直し基準ＷＧ：各省ヒアリング調査票

１．通知・通達等の名称
過重労働による健康障害防止のための総合対策について
平成14年2月12日基発第0212001号

２．所管府省 厚生労働省（労働基準局長）

３．形式及び宛先
各都道府県労働局長宛て通知
関係団体、事業者団体宛て通知

４．通知・通達等の性格 通知

５．根拠・関連法令

労働基準法第３６条、第３９条
労働安全衛生法第３条第１項、第１０条第１項、第１３条第３項～第４
項、第１８条第１項、第６６条第１項及び第４項、第６６条の２、第６６条の
４、第６６条の５、第６６条の７第１項、第６９条第１項、第９５条第２項
労働時間の短縮の促進に関する臨時措置法第４条

６．通知・通達等の目的
　　及び概要

過労死等が社会問題化し、時間外労働時間が一定を超えると脳・心臓
疾患の発症リスクが高まるという医学的知見が得られたことから、長時
間労働により労働者が脳・心臓疾患を発症することを予防するため、関
係法令に基づき事業者による措置が義務づけられている事項等の以下
に掲げる事項が総合的に実施されるよう、行政機関に対し周知徹底を
行うもの。
①時間外労働の削減
②年次有給休暇の取得促進
③労働者の健康管理に係る措置の徹底
　・健康診断の実施等の徹底
　・産業医等による助言指導等

７．通知・通達等の内容
　　を法令の形式で制
　　定していない理由

過重労働による健康障害の防止に資する措置であって、法令で規定さ
れているものが効果的かつ総合的に実施されるようにするため、運用上
留意すべき点を中心に記述したものであり、法令の形式になじまないた
め。

８．通知・通達等の法的
　　効果（強制力の有無
　　など）

事業主に義務付けられている措置が効果的かつ総合的に実施されるよ
う指導する立場にある行政機関に対する指示命令であるため、事業主
に対する強制力はない。

９．通知・通達等に
　　従わなかったことに
　　よって被る不利益が
　　あれば、その内容、
　　法的根拠

事業主が不利益を被ることはない。


